
外国人労働者へのフォローアップ調査報告（2026年 4月期） 

実施の背景・目的 

伊藤園では 2024年 9月に、第三者機関（CRT日本委員会）による直接ヒアリングを通じ

た人権デューデリジェンス・インパクトアセスメントを実施し、緑茶調達の一端を担う茶産

地育成事業のうち契約栽培生産農家に雇用される、技能実習および特定技能の労働環境な

らびに生活環境を確認しました。その結果、特定された人権課題等への取組み対応の一つと

して、2025 年 2 月に当社社員による「ビジネスと人権・ハラスメント」および苦情処理メ

カニズム（相談窓口）に関する勉強会※を下段のとおり実施しました。その後の変化および

2026年 1月時点の状況を確認する目的で、2024年 9月の実施対象者のうち一時帰国者、退

職者を除く在籍者に対して、第三者機関（CRT日本委員会）によるフォローアップ調査を実

施しました。 

※勉強会の実施状況 

伊藤園に期待

される対応 

・上位サプライヤーに協力をして、サプライヤーの労働者の人権がより 

尊重された労働環境整備に向けた教育等に関与や情報提供を行うこと 

・全ての労働者がアクセスしやすく安心して意見を言うことができる 

相談窓口の整備・周知を行うこと 

勉強会の内容 ・「ビジネスと人権」を取り巻く環境 

・啓発活動【ハラスメント】 

・相談窓口について 

実施日 2025 年 2 月 13 日（木） 2025 年 2 月 14 日（金） 

参加人数 一次サプライヤーの従業員および

系列農家の方、合わせて約 40 名 

サプライヤーA（二次）の従業員およ

び系列農家の方、合わせて約 110 名 

実施風景 

 

  

 (実施後の感想) 

・自分も感情的に物事を進めてしまう人間なので、今後の事について少し考えてしまう部 

分はありそうです。困ったら上司へ相談または代弁をお願いしていく予定で考えます！ 

・普段の業務とは異なり緊急性はないが重要な事項であると思った。定期的に実施してい 

ただくとより理解が深まると思った。 

・時間の限りがあったので詳しく出来てなかった。 

 

調査方法 

2024 年 9 月に実施した人権デューデリジェンス・インパクトアセスメント後の取組み対

応を通じて、どのような変化がもたらされたかを確認するために、特定された人権課題等に

関する項目について重点的に確認しました。ヒアリングは、客観性および中立性を確保する



ため、第三者の立場で CRT日本委員会が行い、管理責任者、監理団体の担当者および当社の

社員は、席を外した上で実施しました。管理責任者および監理団体の担当者に対してもヒア

リングを実施し、外国人労働者の勤務や生活に関する状況把握と意見交換を行いました。 

 

 サプライヤーA（二次） サプライヤーD（二次） 

実施日 2026 年 1 月 29 日（木） 2026 年 1 月 29 日（木） 2026 年 1 月 30 日（金）  

対象者 

（国籍） 

（在留資格） 

 

・外国人労働者 4 名 

（ベトナム） 

（特定技能） 

・外国人労働者 2 名 

（ベトナム） 

（技能実習生/特定技能） 

・外国人労働者 2 名 

（インドネシア） 

（技能実習生） 

・管理責任者 

・監理団体の担当者 

・管理責任者 

・監理団体の担当者 

・管理責任者 

実施形式 グループヒアリング 

※75 分 

ベトナム語通訳 

グループヒアリング 

※30 分 

ベトナム語通訳 

ヒアリング 

※30 分 

日本語で実施 

実施風景 

※CRT 日本委員会

提供 

   

※各労働者の母国語への通訳（日本語―ベトナム語）は、監理団体の担当者が実施しました。 

 

また、三次サプライヤーについては対象となる外国人労働者および管理者に対しそれぞ

れ、CRT日本委員会が作成した 2024年 9月に実施した人権デューデリジェンス・インパク

トアセスメントの結果、特定された人権課題等に関する項目に係る変化について重点的に

確認するためのアンケートを母国語で実施し、直接回答をいただきました。アンケート結果

を踏まえ、二次サプライヤーにフィードバックを実施しました。 

 

ヒアリング終了後、今回のヒアリング実施対象者の上位サプライヤーとして位置づけられ

る一次サプライヤーの管理者に対して、実施内容の総括報告とフィードバックを行いまし

た。（一次サプライヤーへの報告実施：2026年 1月 30日） 

 

評価結果 

今回のフォローアップ調査では、2024 年 9 月に実施した調査を通じて特定された労働安

全性・生活環境に係る点において、「個人用鍵付きロッカーの設置」、「自転車通勤時のヘル

メット貸与および母国語での交通ルールの周知」といった改善が認められた。またハラスメ

ント、コミュニケーションの点では、労働者からは「精神的な辛さが軽減した」「安心でき

る」といった肯定的な回答が得られ、職場環境への信頼醸成につながっていたことを確認で

きた。 

 

 改善が認められた一方で、本調査で見えてきた懸念事項（円安・物価高に伴う健康管理・



生活支援の強化、救済メカニズム（伊藤園グループ・サプライヤーホットライン）の実効

性確保、労働安全衛生のリスク低減および母国語対応の促進）について注視する必要性を

指摘されました。 

         

今後の対応 

本調査の評価結果に対して、サプライヤー各社との継続した対話や懸念事項に関するサ

ポート体制の協議を行います。 


